
新座市建設工事における社会保険等未加入対策事務取扱要領 

（令和７年１月３０日市長決裁） 

（趣旨） 

第１条 この要領は、法定福利費を適正に負担する業者による公正で健全な競争

環境を構築することにより、建設業の持続的な発展に必要な担い手の確保につ

なげるため、新座市が発注する建設工事における社会保険等未加入対策の実施

に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要領において、「社会保険等未加入業者」とは、次に掲げる届出の

いずれかをしていない建設業者（当該届出の義務がない者を除く。）をいう。 

 ⑴ 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出 

 ⑵ 厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出 

 ⑶ 雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出 

（対策の内容） 

第３条 新座市と契約を締結する全ての建設工事において、社会保険等未加入業

者を下請負人とすることを原則禁止するものとする。 

 （実施方法） 

第４条 受注者及び発注者は、契約締結時において「工事の施工等における遵守

事項チェックリスト」により、社会保険等未加入業者を原則下請負人としない

ことを確認するものとする。 

２ 受注者は、使用する下請負人における適切な保険加入の範囲及び適用除外な

どについて、国土交通省が策定した「社会保険の加入に関する下請指導ガイド

ライン」における「適切な保険」の確認シート等を参考に加入状況を確認する

ものとする。 

３ 発注者は、受注者から提出された施工体制台帳の「健康保険等の加入状況」

欄において、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加入状況を確認するもの

とする。 

４ 受注者は、社会保険等未加入業者を下請負人とする場合、下請負人としなけ

ればならない特別の事情について具体的な理由を記載した書面（以下「理由

書」という。）を施工体制台帳と併せて発注者に提出するものとする。 

５ １次下請負人が社会保険等未加入業者である場合は、次のとおり対応するも

のとする。 

⑴ 発注者は、受注者から理由書の提出を受けたときは、理由書に記載された

事項の詳細について、必要に応じてヒアリングを実施するものとする。 



⑵ 発注者は、理由書によって当該特別の事情を有すると認められると判断し

た場合は、受注者に対して、原則３０日以内の期日を指定して保険加入を確

認できる書類を提出するよう通知するものとする。この場合において、指定

した期日までに保険加入を確認できる書類が提出されないときは、新座市公

共工事請負契約基準約款第７条の３第１項の規定に違反することとなる旨を

併せて通知するものとする。 

⑶ 発注者は、理由書若しくは保険加入を確認できる書類が提出されない場合

又は理由書によっても当該特別の事情を有すると認めないと判断した場合は、

受注者に対して、特別の事情を有すると認めないこと、その理由及び新座市

公共工事請負契約基準約款第７条の３第１項の規定に違反することについて

通知するものとする。 

６ ２次以下の下請負人が社会保険等未加入業者である場合は、次のとおり対応

するものとする。 

⑴ 発注者は、受注者から理由書の提出を受けたときは、理由書に記載された

事項の詳細について、必要に応じてヒアリングを実施するものとする。 

⑵ 発注者は、理由書によって当該特別の事情を有すると認められると判断し

た場合は、受注者に対して、特別の事情を有すると認めることについて通知

するものとする。 

⑶ 発注者は、理由書によっても当該特別の事情を有すると認めないと判断し

た場合は、受注者に対して、特別の事情を有すると認めないこと及びその理

由とともに、原則３０日以内の期日を指定して当該未加入下請負人の保険加

入を確認できる書類を提出するよう通知するものとする。 

⑷ 前号の期日は、受注者が、当該未加入下請負人に対して適切な指導を行い、

当該未加入下請負人が保険加入に時間的猶予を必要としていることが分かる

書面を提出した場合は、２次下請負人は６０日まで、３次以下の下請負人は

９０日まで延長することができる。 

⑸ 発注者は、理由書又は保険加入を確認できる書類が提出されない場合は、

新座市公共工事請負契約基準約款第７条の３第１項の規定に違反することに

ついて通知するものとする。 

７ この要領に関し必要な様式の作成は、財政部長が別に定める。 

 （その他） 

第５条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

附 則 

この要領は、令和７年４月１日から実施し、同日以後に契約を締結する建設工



事から適用する。 


